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１ 目的 

  この要領に定める公募型プロポーザルは、桜川消防署新庁舎建設にあたり、「桜川

消防署建設事業計画（以下「事業計画」という。）」に基づき、新庁舎建設工事の基本・

実施設計を委託するにふさわしい適正を備えた設計者を選定することを目的として

実施する。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

   桜川消防署庁舎建設基本・実施設計業務委託 

（２）業務内容 

   本業務は、主として以下の内容を想定する。 

  ア 基本設計業務 

    消防庁舎、訓練棟、その他これらに附帯する施設の基本設計に関する業務 

  イ 実施設計業務 

    消防庁舎、訓練棟、その他これらに附帯する施設の実施設計に関する業務 

  ウ 各種申請業務 

    施設建設に伴い法令、条例等に基づき必要となる資料作成及び申請手続の業務 

（３）履行期間 

   契約締結の翌日から令和４年３月３１日まで 

（４）予算額 

   １３０，５３１，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

（５）業務実施上の留意点 

   本プロポーザルにより特定された技術提案等の提案内容が、実際の業務にそのま

ま採用されるものではない。 

 

３ 事業計画の概要 

（１）事業名称 

   桜川消防署庁舎建設事業 

（２）建設予定地 

  ア 所在地 

茨城県桜川市鍬田６０４－１外４筆 

    （旧県西総合病院跡地） 

  イ 敷地面積 

    約 17,000 ㎡のうち 10,000 ㎡程度 

  ウ 用途地域 

  （ア）区域区分  市街化区域 
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  （イ）用途地域  第一種中高層住居専用地域 

  （ウ）防火地域  指定なし 

  （エ）指定区域  指定なし 

  （オ）容積率   ２００％ 

  （カ）建蔽率   ６０％ 

（３）主な計画建築物等 

  ア 消防庁舎（車庫含む） 

  イ 訓練棟 

  ウ 倉庫 

  エ その他附帯施設 

   上記アからエの合計 3，000 ㎡程度 

（４）事業スケジュール（予定） 

   令和５年度中に運用開始 

（５）工事費上限（概算） 

   １４億円（消費税込み）を上限とする。なお、今後物価変動等があった場合は、

その都度協議する。 

（６）その他 

   詳細は、事業計画による。 

 

４ 参加資格 

  本プロポーザルの参加資格は、次に掲げるところによる。 

（１）参加要件 

  ア 公告日時点で令和２・３年度筑西広域市町村圏事務組合入札参加資格者名簿に

コンサルタント（建築設計事務所）を希望する受付がされている者であり、筑西

広域圏内に本店又は支店を有する者であること。 

  イ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者。 

  ウ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定による、１級建築士事

務所の登録を行っている者。 

  エ 暴力団又はその他暴力的集団の構成員でない者であること。 

  オ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅

かすおそれのある団体に属する者ではないこと。 

  カ 組合及び構成市から指名停止の措置を受けていない者であること。 

  キ 次のいずれにも該当しない者 

  （ア）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項の規定による再生

手続き開始の申立てをした者又は同条第２項の規定に基づく再生手続き開

始の申立てをされた者。 
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  （イ）会社更生法（平成１４年法律第１５４条）第１７条第１項の規定による更生

手続き開始の申立てをした者又は同条第２項の規定に基づく更生手続き開

始の申立てをされた者。 

（２）参加に対する制限 

  ア 本プロポーザルに参加する者（以下「参加者」という。）が提出できる参加表

明書及び技術提案書は、それぞれ１点のみとし、参加者が所属する事務所からの

重複参加は認めない。 

  イ 参加者は、協力事務所を加えることができる。なお、協力事務所の参加要件に

ついては上記（１）を準用する（アを除く）。 

  ウ 協力事務所は、参加者及び他の参加者の協力事務所となることができない。 

  エ 以下の者は、本プロポーザルに参加することはできない。また、参加者は以下

の者から本プロポーザルについて直接または間接的に支援を受けることはでき

ない。 

   ・本組合職員及び構成市町村職員 

（３）業務実施上の要件 

  ア 管理技術者は一級建築士であること。 

  イ 管理技術者は、参加者の組織に所属し引き続き３箇月以上の雇用をしている者

であること。 

  ウ 管理技術者並びに意匠、構造、電気設備及び機械設備の各主任技術者は、それ

ぞれ１名であること。 

 

５ 設計者選定の概要 

（１）選定方法 

  ア 方法 

    公募型プロポーザル方式とする。 

  イ 選定方法 

    桜川消防署庁舎建設工事設計業務に係わるプロポーザル選定委員会（以下「選

定委員会」という。）による２段階方式で行う。 

    第１次審査：書類審査 

    第２次審査：プレゼンテーション及びヒアリング 

  ウ 最終結果 

    選定委員会の選定結果を基に最優秀者及び優秀者各１者を特定する。 

（２）担当部署（事務局） 

   筑西広域市町村圏事務組合消防本部総務課 庁舎建設担当 

   所在地：〒３０８－０８０３ 茨城県筑西市直井１０７６番地 

   電 話：０２９６－２４－４５５２ 
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   ＦＡＸ：０２９６－２４－５４４４ 

   e-mail：fd-soumu-keikaku@tikusei.or.jp  

（３）プロポーザルのスケジュール 

 

内容 日時等 ※予定 

公告、実施要領の発表 令和３年５月２４日（月） 

質問書の受付期間 公告日から令和３年６月２日（水） 

質問書の回答 令和３年６月７日（月） 

参加表明書等の提出期限 令和３年６月９日（水） 

第１次審査（書類審査） 令和３年６月１１日（金） 

第１次審査結果通知 令和３年６月１４日（月） 

技術提案書の提出期限 令和３年７月６日（火） 

第２次審査（プレゼンテーション・ヒ

アリング 

令和３年７月１２日（月） 

第２次審査結果通知 令和３年７月１４日（水） 

 

※プレゼンテーションについては、筑西広域市町村圏事務組合消防本部で行う

ものとするが、社会情勢によりビデオ動画等の送付による実施、または実施し

ないことがある。プレゼンテーションの実施の有無及び実施方法については、

第１次審査の結果の通知にあわせて連絡する。 

 

６ 審査 

  設計者選定に係わる審査は、選定委員会が行う。応募のあった参加者が１者であっ

ても、委員会に諮り審査を実施する。 

（１）選定委員会の構成 

   選定委員会は７名で構成する。 

（２）審査方法 

  ア 第１次審査 

    第１次審査は、別紙「提出書類作成要領」に基づき、指定の様式で提出された

書類の審査を行い、第２次審査への参加を求める参加者５者を選定する。ただし、

参加者数が５者未満の場合は、選定委員会が選定数を決定する。なお、審査にお

ける選定委員会の評価基準及び評価点については公表しない。 

  イ 第２次審査 

    第２次審査は、別紙「提出書類作成要領」に基づき、指定の様式で提出された

書類について、プレゼンテーション及びヒアリングを行い、選定委員の協議によ

り第２次審査の評価をする。第１次審査の結果と第２次審査の結果の合計で最優

mailto:fd-soumu-keikaku@tikusei.or.jp
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秀賞者及び優秀者各１者を選定する。 

    なお、審査における選定委員会の評価基準及び評価点については公表しない。 

（３）失格事項 

   参加者が次のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

  ア 参加表明書の提出後、期限までに辞退届を提出せず、審査に必要な提出書類を

提出しなかった場合  

イ 第１次審査通過者が、第２次審査に参加しなかった場合 

ウ 本プロポーザルの公告後、選定委員会の委員に対し、直接、間接を問わず連絡

を求めた場合  

エ 参加表明書等を提出した者で、参加表明書等の提出日から契約締結までの間に

社会的信用を失墜させる行為が判明した場合  

オ 審査の公平性に影響を与える行為があったと認められた場合  

カ 提出書類に虚偽の記載をした場合  

キ その他、本要領の定めに違反すると認められた場合 

 

７ 参加手続等 

（１）実施要領等の交付 

   本プロポーザルに関する実施要領等は以下に掲げるところによる。 

  ア 実施要領等の名称 

  （ア）桜川消防署庁舎建設工事設計業務に係わる公募型プロポーザル実施要領 

  （イ）桜川消防署庁舎建設工事設計業務に係わる公募型プロポーザル提出書類作 

成要領 

  （ウ）提出書類各様式 

  （エ）事業計画 

  イ 交付方法 

    実施要領等は、筑西広域市町村圏事務組合ホームページ 

   （https://www.tikusei.or.jp/。以下「組合ホームページ」という。）から入手する

ものとする。 

    なお、インターネットに起因するトラブルに関して事務局は一切の責任を負わ

ない。 

  ウ 交付期間 

    公告日から令和３年６月９日（水）午後５時１５分までの間 

（２）質問の受付及び回答 

   プロポーザル実施に係わる質問及び回答は、以下のとおり実施する。なお、回答

は取りまとめの上、随時組合ホームページに掲載する。ただし、質問の内容によっ

て、本プロポーザルによる設計者選定に公平性を保てない場合には、回答しないこ

https://www.tikusei.or.jp/
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とがある。 

  ア 提出書類 

    質問書 

  イ 質問書の受付期間 

    公告日から令和３年６月２日（水）午後５時１５分までの間 

  ウ 質問書の提出方法 

    ファクシミリ又は電子メールで提出するものとし、持参及び郵送による提出は

受け付けない。質問者は、ファクシミリ又は電子メールを送信後、電話で受信確

認を行うこと。 

  エ 質問書の提出先 

    上記５（２）の担当部署（事務局） 

  オ 回答期間 

    質問の受付開始から令和３年６月７日（月）までの間（随時） 

  カ その他 

    質問に対する回答は、本実施要領の追加又は修正とみなす。 

（３）参加表明書等の提出 

   参加表明書等の提出書類は、指定の様式に基づき以下のとおり作成し、提出する

こと。 

  ア 提出事前連絡 

    参加表明書等の提出前には、以下のメールを事務局へ送信すること。メール受

信後、事務局から整理番号を付して返信するので、整理番号欄のある様式には当

該整理番号を記入して提出するものとする。 

   ・件 名 「参加表明書等の提出について（連絡）」 

   ・本 文 「整理番号希望」 

   ・送信先 上記５（２）の担当部署（事務局） 

  イ 提出書類及び提出部数 

   ・参加表明書 様式１      １部 

   ・技術資料 様式２～６    各２部 

   ・令和２・３年度入札参加資格申請書添付書類受付表（測量・建設コンサルタン

ト）写し  １部 

   ・１級建築士事務所登録の写し  １部 

   ・返信用封筒 １通 定型長３封筒に返信先を記載し８４円切手を貼付のこと。 

  ウ 提出期限 

    令和３年６月９日（水）午後５時１５分 

  エ 提出要領 

  （ア）送付方法 
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     持参又は郵送による。 

     ・持参の場合 日曜日、土曜日及び国民の祝日を除く日の午前８時３０分か

ら午後５時１５分までの間に提出。 

     ・郵送の場合 封筒の表面に「プロポーザル関係書類在中」と朱書きし、配

達証明書付き書留郵便で送付（提出期限必着） 

  （イ）提出書類の受領確認 

     持参の場合は、受領時に提出書類受領書を交付する。郵送の場合は、ファク

シミリで提出書類受領書を送信するので、到着後、電話で事務局に連絡するこ

と。 

  （ウ）提出場所 

     上記５（２）の担当部署（事務局） 

  （エ）作成方法 

     別紙「提出書類作成要領」による。 

（４）参加辞退について 

   参加表明後に参加を辞退する場合は、指定の様式に基づき以下のとおり作成し、

提出すること。 

  ア 提出書類及び提出部数 

    辞退届 様式１１  １部 

  イ 提出期限 

    随時 

  ウ 提出要領 

    上記「（３）参加表明書等の提出」の「エ 提出要領」に同じ。 

（５）第１次審査の結果通知 

   参加者全員に書面で通知する。ただし、第２次審査のプレゼンテーション及びヒ

アリングへの参加を求める参加者に対しては、書面の送付前にあらかじめ電話又は

電子メールで連絡する。 

（６）第１次審査通過者へ求める技術提案書等の提出 

   技術提案書等の提出書類は、指定の様式に基づき以下のとおり作成し、提出する

こと。 

  ア 提出書類及び提出部数 

   ・第２次審査出席者届 様式１０         １部 

   ・技術提案書 様式７              １部 

   ・技術提案書のＰＤＦデータを収録したＣＤ―Ｒ  １枚 

   ・業務実施方針 様式８            １４部 

   ・提案課題   様式９            １４部 

   ・設計工程及び工事概略工程表（任意様式）    １枚 
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   ・返信用封筒 １通 定型長３封筒に返信先を記載し８４円切手を貼付のこと。 

  イ 提出期限 

    令和３年７月６日（火）午後５時１５分 

  ウ 提出要領 

    上記「（３）参加表明書等の提出」の「エ 提出要領」に同じ。 

（７）第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング）の実施 

  ア プレゼンテーション及びヒアリングは非公開で行うこととし、実施の詳細につ

いては、第１次審査通過者に書面で別途通知する。 

  イ 出席者は４名以内とし、その内訳は以下のとおりとする。 

   ・管理技術者及び担当主任技術者（説明者）  ３名以内 

   ・機材操作者（機器の準備及び操作をする者） １名以内 

  ウ 出席予定の管理技術者は事務局がやむを得ないと認めた場合を除き必ず出席

すること。 

  エ プレゼンテーションは、提出した技術提案書のみを使用することとし、提出し

た技術提案書以外の資料を使用した場合は、失格とする。 

  オ プロジェクターを使用して、技術提案書の拡大映像で説明することも可能とす

る。拡大映像で説明する際のパソコン、プロジェクター及びスクリーンは事務局

で用意するが、機材の不具合、故障等が生じても事務局は一切の責任を負わない。 

  カ 参加者が各自でパソコン及びプロジェクターを用意することは認めるが、機器

の設置、接続等は、説明時間に含むものとする。 

  キ 出席者は、事務所名等が特定できるような衣類やバッジ等を身につけないこと。 

（８）第２次審査の結果通知 

   参加者全員に書面で通知する。ただし、最優秀者に対しては、書面送付前にあら

かじめ電話又は電子メールで連絡する。なお、最優秀者の会社名を組合ホームペー

ジに掲載する。 

 

８ 設計業務委託契約 

（１）契約締結の交渉 

   当組合は、選定委員会が選定した最優秀者と契約条件を協議し、委託業務の仕様

書を確定したうえで、随意契約によって庁舎設計業務委託契約の締結交渉を行う。

ただし、最優秀者との契約が不調になった場合には、優秀者と契約締結の交渉を行

う。 

（２）提案内容の取扱い 

   本プロポーザルにおける技術提案は、設計者を選定するために、その取組方法等

について提案を求めるものであり、設計業務の具体的内容や成果品の一部を求める

ものではない。具体的な設計作業は、契約後に技術提案に記載された実施方法、取
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組方法等を反映しつつ、発注者が提示する資料に基づいて協議の上、開始するもの

とする。 

（３）契約書作成の要否 

   要 

 

９ その他 

（１）本プロポーザルにおいて使用する言語は日本語（名義に関する部分を除く）、通

貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法（平成４年法律５１号）によるものと

する。また、過去の業務の実績については、日本国内の実績に限る。 

（２）提出書類の取扱いについて 

  ア 各書類の作成・提出に要する費用は、提出者の負担とする。 

  イ 提出された書類は、審査に必要な範囲において複製することがある。 

  ウ 提出後の書類の差替え及び再提出は認めない。 

  エ 参加表明書、技術提案書等に記載した配置予定の技術者は、病休、死亡、退職

等極めて特別な場合を除き、変更することができない。 

  オ 提出された書類は、返却しない。 

  カ 提出の際に発生した汚損・破損等については、当組合は、一切の責任を負わな

い。 

  キ 提出された書類の著作権は、当該書類を提出した参加者に帰属するものとする。

ただし、本プロポーザルに関する公表等及び筑西広域市町村圏事務組合が必要と

認める場合には、提出書類を無償で使用できることとする。 

（３）不服申し立てについて 

   審査結果の不服申し立ては、受け付けない。 

（４）参加者に係わる制限事項について 

  ア 本業務受託者（協力事務所を含む。）が建設業等と資本・人事面等において関

連があると認められる場合、当該関連を有する建設業等の企業は、本業務に係わ

る工事の入札に参加し、又は当該工事を請け負うことはできない。 

  イ 提出書類に虚偽の記載をした場合には、指名停止措置を行うことがある。 

  ウ 技術提案書等の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公

表・使用することができない。 

（５）情報の公開 

   審査結果に関する以下の事項を公表するものとする。 

   ・最優秀者の会社名 

（６）プロポーザルの中止 

   本プロポーザルは、社会情勢等により中止することがある。 


